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事業協同組合に係る総合点数の算定方法等に関する特例要領

                       （平成１７年４月１日熊本県告示第３８０号） 

                    （平成２０年９月１６日熊本県告示第８３５号改正） 

（目的） 

第１条 この要領は、熊本県が発注する建設工事についての事業協同組合の受注機会の確保を図

るとともに、建設業の企業連携及び構造改革を促進するため、熊本県内に主たる営業所を有す

る建設事業者の入札参加者資格を審査する場合における事業協同組合の総合点数の算定方法に

関する特例を設けることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要領において「事業協同組合」とは、中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１

８１号）に基づく事業協同組合で、建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条の規定によ

る許可を受け、かつ、中小企業庁の官公需適格組合の証明（以下「適格組合証明」という。）

を受けているものをいう。 

２ この要領において「審査対象者」とは、事業協同組合（以下「組合」という。）が次の各号

に該当する者のうちから当該組合が入札参加を希望する業種ごとに指定した者をいう。この場

合において、審査対象者の数は５者を超えてはならないものとする。 

（１）当該組合の組合員で、熊本県内に主たる営業所を有する者であること。 

（２）当該組合の理事又は当該組合の理事が役員になっている法人であること。 

（３）入札参加を希望する業種の工事を施工することについての建設業法第３条の規定による許

可及び当該許可に係る建設業を対象とする経営事項審査を受けている者であること。 

（４）熊本県工事入札参加者資格審査格付要綱第３条各号のいずれにも該当しない者であること。 

（総合点数等の算定方法に関する特例） 

第３条 熊本県工事入札参加者資格審査格付要綱第１条の入札参加者資格を認定する場合におけ

る組合の総合点数（格付のない業種においては経営事項審査の総合評定値）の算定方法に関す

る特例については、次の各号に定めるところによるものとする。 

（１）年間平均完成工事高及び元請完成工事高は、当該組合及び各審査対象者の年間平均完成工

事高の和とする。 

（２）入札参加を希望する業種ごとの技術職員の数は、当該組合及び各審査対象者の当該業種ご

との技術職員の数の和とする。 

（３）自己資本額及び平均利益額は、当該組合及び各審査対象者の自己資本額及び平均利益額の

それぞれの和とする。 

（４）経営状況の点数は、当該組合及び各審査対象者の点数の平均値（小数点以下は切捨て）と

する。 

（５）その他審査項目（社会性等）の点数は、当該組合及び各審査対象者の点数の平均値（小数
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点以下は切捨て）とする。 

（６）技術事項等評価点数は、当該組合及び各審査対象者の点数の平均値（小数点以下は切捨て）

とする。 

（特例の適用） 

第４条 第３条の規定は、組合が入札参加を希望する業種のうち、当該組合が受けた適格組合証

明に係る建設工事の種類に該当し、かつ、同規定による特例の適用を希望する旨の申出をした

ものについて適用するものとする。 

２ 前項の申出は、組合の入札参加者資格審査申請書にその旨を記載し、かつ、次に掲げる書類

を添付して行うものとする。 

（１）官公需適格組合であることを証する書面の写し 

（２）組合の役員名簿 

（３）組合員名簿 

（４）審査対象者の住所、商号又は名称、代表者及び役員の氏名 

（５）審査対象者の経営事項審査に係る総合評定値通知書の写し 

（変更の届出等） 

第５条 第３条の規定の適用を受けた組合は、次の各号のいずれかに該当することとなったとき

は、速やかに、その旨を届け出なければならないものとする。 

（１）適格組合証明を取り消されたとき。 

（２）審査対象者が、第２条第２項各号に該当しなくなったとき。 

（３）第４条第２項第４号に掲げる事項に変更があったとき。 

２ 組合から前項第１号及び第２号に該当することとなった旨の届出があった場合、又は前項第

１号及び第２号に該当することとなった事実を確認した場合において必要があると認められる

ときは、入札参加者資格審査の結果の修正又は取消しを行うことができるものとする。 

   附  則 

 この要領は、平成１７年４月１日から施行し、同日以降の組合設立について適用する。 

   附 則  

 この要領は、平成２０年１０月１日から施行し、同日以降の組合設立について適用する。 


